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第22期定時株主総会招集ご通知に関しての 
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項 

 

連 結 注 記 表 
 

個 別 注 記 表 
 

(自 平成26年９月１日 至 平成27年８月31日) 

 

株式会社三栄建築設計 

 
 
｢連結注記表」および「個別注記表」につきましては、法令およ

び当社定款第13条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェ

ブサイト（アドレスhttp://www.san-a.com/）に掲載することに

より株主のみなさまに提供しております。 

 



連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等は以下のとおりであります。

(1) 連結の範囲に関する事項

　① 連結子会社の数 ２社

連結子会社の名称 株式会社三建アーキテクト

　 シード平和株式会社

平成26年７月１日に、連結子会社である平和建設株式会社は、同じく連結子会社であるシード

平和株式会社（旧株式会社シード）を存続会社とする吸収合併により解散したため、連結の範囲

から除外しております。

　② 非連結子会社の名称

株式会社三栄クラフター

株式会社三栄リビングパートナー

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持分に見合う額)は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。

　
　(2) 持分法の適用に関する事項

　 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等

　 （非連結子会社の名称）

株式会社三栄クラフター

株式会社三栄リビングパートナー

　 （持分法を適用していない理由）

持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性がないためであります。

　
　(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　 株式会社三建アーキテクトの決算日は、連結決算日と一致しております。

シード平和株式会社の決算日は６月30日であります。株式会社シードと平和建設株式会社の合併

前の決算日は３月31日であり、連結計算書類の作成にあたっては、直近の四半期決算を基にした

仮決算により作成した計算書類を使用しておりましたが、当連結会計年度より、決算日現在の計

算書類を使用しております。ただし、連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、

連結上必要な調整を行っています。
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　(4) 会計処理基準に関する事項

　 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 (a) 有価証券

　 その他有価証券

　時価のあるもの 決算期末日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法、売却原価は移動平均法により算定）

　時価のないもの 移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資

（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込

む方法によっております。
　 (b) たな卸資産

　 販売用不動産、仕掛販売用不動産及び未成工事支出金

　 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
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　 ② 固定資産の減価償却の方法

　 (a) 有形固定資産（リース資産を除く）

　 定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法に

よっております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

　建物 11年～47年

　 (b) 無形固定資産

ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。

　 (c) リース資産

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　
　 ③ 引当金の計上基準

(a) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(b) 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結

会計年度に負担すべき額を計上しております。

　
　 ④ 退職給付に係る会計処理の方法

　 (a) 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる

方法については、主として給付算定式基準によっております。

(b) 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(５年)による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しておりま

す。未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の

包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

(c) 小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末

自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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　 ⑤ 収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

(a) 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事（工期がごく短

期のものを除く）

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

(b) その他の工事

工事完成基準

　
　 ⑥ ヘッジ会計の方法

　 (a) ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている金利ス

ワップについては、特例処理によっております。

　 (b) ヘッジ会計の方法

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりでありま

す。

ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金

(c) ヘッジ方針 借入金の金利変動リスクを回避する目的で、デリバティブ取引

を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約ごとに行っており

ます。

(d) ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間におけるヘッジ対

象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段

の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、両者

の変動額等を基礎として有効性を判定しております。ただし、

特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価

は省略しております。
　
　 ⑦ のれんの償却方法及び償却期間

５年間の定額法により償却しております。

　 ⑧ その他連結計算書類作成のための基本となる事項

(a) 外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理しております。

(b) 消費税等の会計処理 税抜方式によっております。ただし、控除対象外消費税は、固

定資産に係るものは「長期前払費用」に計上し、５年間で均等

償却を行っており、当連結会計年度の費用に係るものは「販売

費及び一般管理費」で処理しております。
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２．重要な会計方針の変更

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基

準」という。)及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成27

年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適

用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用

の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更し、

割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似し

た年数に基づく割引率から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加

重平均割引率へ変更しました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って

おり、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を

利益剰余金に加減しております。

当該変更による当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債及び利益剰余金に与える影響は軽微で

あります。また、当連結会計年度の損益及びセグメント情報に与える影響は軽微であります。

なお、１株当たり情報に与える影響は軽微であります。

　

３．連結貸借対照表に関する注記

　(1) 担保に供している資産

普通預金 811,440千円

定期預金 30,019千円

販売用不動産 1,271,503千円

仕掛販売用不動産 6,660,561千円

建物 4,645,131千円

土地 5,178,967千円

　計 18,597,624千円

　上記に係る債務は、短期借入金5,214,530千円、１年内返済予定の長期借入金659,680千円及び長

期借入金3,274,740千円であります。また、上記債務の他に、無担保社債に対する銀行保証

1,226,970千円があります。

　
(2) 有形固定資産の減価償却累計額 2,118,518千円

　
　(3) 財務制限条項

　 借入金のうち、㈱日本政策金融公庫との金銭消費貸借契約（借入金残高24,240千円）には財務制

限条項が付されており、下記条項に該当した場合には、借入金の全部又は一部を返済することにな

っております。

(a) 純資産額が6,990,100千円以下になったとき。

(b) 書面による事前承認なしに、第三者（代表者、子会社等を含む。）に対して4,638,900千円を

超える貸付け、出資、保証を行ったとき。
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

　(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 21,217,600株 ―株 ―株 21,217,600株

　
　(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 355株 ―株 ―株 355株

　
　(3) 剰余金の配当に関する事項

　 ① 配当金支払額等

平成26年11月25日開催の第21期定時株主総会による配当に関する事項

・配当金の総額 304,705千円

・１株当たり配当額 19.5円

・基準日 平成26年８月31日

・効力発生日 平成26年11月26日

(注)名義株問題に起因して当社が負担した課徴金等の補填のため、当社代表取締役社長の小池

信三が課徴金等相当額（109,030千円）である5,591,300株に係る期末配当請求権（剰余金

の配当決議により配当財産の額が確定する前のもの）を事前に放棄しております。このた

め、当該金額については、配当金の総額より除いております。

　 ② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

平成27年11月24日開催の第22期定時株主総会による配当に関する事項

・配当金の総額 594,082千円

・１株当たり配当額 　 28.0円

・基準日 平成27年８月31日

・効力発生日 平成27年11月25日
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５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、不動産販売事業用土地仕入及び賃貸収入事業用土地建物購入に必要な資金を銀

行借入及び社債発行により調達しております。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用

し、また運転資金を銀行借入及び社債発行により調達しております。

　将来の金利変動リスクを回避するためデリバティブ取引を借入金残高の範囲内で行っており、投

機的な取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、ほとんどが３

ヶ月以内に回収期日が到来するものであります。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式、投資事業組合への出資及び余資運用を

目的とした債券であり、信用リスクや市場価格の変動リスク、為替の変動リスクに晒されておりま

す。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内に支払期日が到来するもので

あります。

　借入金及び社債は、主に事業用土地仕入に必要な資金調達であります。変動金利の借入金及び社

債は、金利の変動リスクに晒されておりますが、このうち長期借入金の一部について、デリバティ

ブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。

　ファイナンス・リース取引に係るリース債務は設備投資に係る資金調達を目的としたものであり

ます。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

(a) 信用リスク（取引先等の契約不履行等に係るリスク）の管理

　 当社グループは、販売管理規程に従い、営業債権について、各担当部署が主要な取引先の状況

を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、月２回の管理職

会議において報告を行い、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま

す。また、デリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い国内の金融機関であるため、相

手先の契約不履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しております。

(b) 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　 当社グループは、借入金及び社債に係る金利変動について、月次単位で管理資料の作成を行

い、急激な金利変動がないか管理を行うことにより金利変動リスクを管理しております。

　 投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業等）の財務状況、投資事業組合

の財産の状況等を把握し、財政状態等に変化がないか確認を行い、市況や取引先企業との関係

を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　 デリバティブ取引の執行・管理について、デリバティブ取引細則に従い、財務課が決裁者の承

認を得て行っております。

(c) 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　 資金調達に係る流動性リスクについて、担当部署が適時資金計画を作成・更新するとともに、

手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。
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④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前

提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成27年８月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。

　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 14,713,203千円 14,713,203千円 ―千円

(2）受取手形及び売掛金 396,055千円 396,055千円 ―千円

(3）投資有価証券(*1) 294,840千円 294,840千円 ―千円

資産計 15,404,098千円 15,404,098千円 ―千円

(1) 支払手形及び買掛金 5,730,840千円 5,730,840千円 ―千円

(2）短期借入金 5,652,050千円 5,652,050千円 ―千円

(3）未払法人税等 1,637,799千円 1,637,799千円 ―千円

(4）社債(*2) 1,802,970千円 1,814,760千円 11,790千円

(5) 長期借入金(*3) 4,722,471千円 4,722,469千円 △2千円

(6) リース債務(*4) 139,691千円 136,188千円 △3,502千円

負債計 19,685,823千円 19,694,109千円 8,285千円

デリバティブ取引(*5) △2,305千円 △36,001千円 △33,696千円

(*1)投資事業組合出資（連結貸借対照表計上額101,241千円）については、組合財産が非上場株式

など時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成されていることから、時価開示

の対象としておりません。

　 (*2)１年内償還予定の社債を含んでおります。

　 (*3)１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

　 (*4)１年内返済予定のリース債務を含んでおります。

(*5)デリバティブ取引によって生じる正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務

となる項目については、△で表示しております。

　（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　 資産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。

(3)投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。なお、投資有価証券はその他有

価証券としております。
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　 負債

(1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金、(3)未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。

(4)社債、(5)長期借入金

　社債及び長期借入金の時価については、以下の方法により算定しております。

　変動金利による社債及び長期借入金については、変動金利が短期で市場金利を反映するととも

に、当社グループの信用リスクに影響を及ぼす事象が発生していないため、時価は帳簿価額と近似

していると考え、当該帳簿価額によっております。

　固定金利による社債及び借入金については、元利金の合計額を当該社債及び長期借入金の残存期

間と信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　なお、１年内償還予定の社債及び１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

(6)リース債務

　リース債務の時価については、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定

される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引

　デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格によっております。
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６．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び連結子会社は、東京都内のほか全国主要都市において、事業用物件及び居住用物件を所有

しております。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

連結貸借対照表計上額
連結決算日における時価

当連結会計年度
期首残高

当連結会計年度
増減額

当連結会計年度末残高

11,122,719千円 860,555千円 11,983,274千円 12,898,997千円

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金

額であります。

　 ２．主な変動

　 事業用及び居住用物件の取得による増加 1,175,552千円

　 居住用物件の売却による減少 57,707千円

　 ３．時価の算定方法

主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額及び社外の不動産鑑定業者

による鑑定評価に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）

であります。

　
７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,118円93銭

(2) １株当たり当期純利益 163円09銭

８．重要な後発事象に関する注記

　 該当事項はありません。

― 10 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年10月30日 19時16分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

　(1) 資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

関係会社株式

　移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資

（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込

む方法によっております。
　 ② たな卸資産

販売用不動産、仕掛販売用不動産及び未成工事支出金

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　(2) 固定資産の減価償却の方法

　 ① 有形固定資産

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法によ

っております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物 11年～47年

　 ② 無形固定資産

ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。

　(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業

年度に負担すべき額を計上しております。
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③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務の見込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による按分額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度より費用処理しております。
　 （会計方針の変更）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号平成24年５月17日。以下「退職給付会計

基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号平

成27年３月26日。）を当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、

退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率

の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した

年数を基礎に決定する方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映し

た単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従

って、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を

繰越利益剰余金に加減しております。

当該変更による当事業年度の期首の退職給付引当金及び利益剰余金に与える影響は軽微であり

ます。また、当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

なお、１株当たり情報に与える影響は軽微であります。

(4) 収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

(a) 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事（工期がごく短期のも

のを除く）

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

(b) その他の工事

工事完成基準
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　(5) ヘッジ会計の方法

　 ① ヘッジ会計の方法並びにヘッジ手段とヘッジ対象

当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであり、特例処理

の要件を満たしているため、特例処理を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金

② ヘッジ方針 借入金の金利変動リスクを回避する目的で、デリバティブ取引

を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約ごとに行っており

ます。

③ ヘッジ有効性評価の方法 特例処理によっているため有効性の評価は省略しております。

　(6) その他計算書類作成のための基本となる事項

① 外貨建の資産及び負債の本邦

通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理しております。

② 消費税等の会計処理 税抜方式によっております。ただし、控除対象外消費税は、固

定資産に係るものは「長期前払費用」に計上し、５年間で均等

償却を行っており、当事業年度の費用に係るものは「販売費及

び一般管理費」で処理しております。
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２．貸借対照表に関する注記

　(1) 担保に供している資産

普通預金 811,440千円

販売用不動産 872,500千円

仕掛販売用不動産 4,813,400千円

建物 4,190,368千円

土地 4,845,612千円

　計 15,533,321千円

　上記に係る債務は、短期借入金4,123,130千円、１年内返済予定の長期借入金454,282千円及び長

期借入金2,687,603千円であります。また、上記債務の他に、無担保社債に対する銀行保証

1,226,970千円があります。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 1,695,482千円

　(3) 財務制限条項

　 借入金のうち、㈱日本政策金融公庫との金銭消費貸借契約（借入金残高24,240千円）には財務制

限条項が付されており、下記条項に該当した場合には、借入金の全部又は一部を返済することにな

っております。

(a) 純資産額が6,990,100千円以下になったとき。

(b) 書面による事前承認なしに、第三者（代表者、子会社等を含む。）に対して4,638,900千円を

超える貸付け、出資、保証を行ったとき。
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　(4) 保証債務

　 当社の子会社の買掛金及び金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っておりま

す。

（買掛金）

シード平和株式会社 16,171千円

　

（金融機関からの借入金）

株式会社三建アーキテクト 743,900千円

シード平和株式会社 2,263,530千円

　(5) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 1,095,531千円

長期金銭債権 127,555千円

短期金銭債務 3,108千円

　(6) 取締役及び監査役に対する金銭債務

　 136,266千円

　

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引

営業取引（支出分） 41,985千円

営業取引以外の取引（収入分） 23,703千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

　自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 355株 ―株 ―株 355株
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５．税効果会計に関する注記

　(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

売掛金 7,384千円

貸倒引当金 7,338千円

減損損失 99,917千円

未払事業税 91,888千円

賞与引当金 78,709千円

退職給付引当金 70,515千円

未払役員退職慰労金 44,068千円

資産除去債務 98,195千円

その他有価証券評価差額金 26,217千円

その他 39,563千円

　繰延税金資産合計 563,799千円

（繰延税金負債）

仕掛販売用不動産 △4,105千円

資産除去債務に対応する除去費用 △71,779千円

　繰延税金負債合計 △75,884千円

繰延税金資産の純額 487,915千円

　内訳

　流動資産－繰延税金資産 219,121千円

　固定資産－繰延税金資産 268,793千円

　(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 35.6％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2％

同族会社の留保金課税 3.3％

住民税均等割 0.2％

その他 0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.9％
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６．関連当事者との取引に関する注記

　子会社

会社等の名称
議決権等の所有

(被所有)割合

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

株式会社三建

アーキテクト

所有

　直接 100％

資金の援助

役員の兼任

債務保証

資金の貸付 800,000
短期

貸付金
400,000

資金の回収 1,200,000 ― ―

受 取 利 息

(注1)
13,682 未収収益 8,000

債 務 保 証

(注2)
743,900 ― ―

シード平和株

式会社

所有

直接 59.83％

資金の援助

役員の兼任

債務保証

資金の貸付 1,156,000
短期

貸付金
670,000

資金の回収 1,240,000 ― ―

受 取 利 息

(注1)
9,421 未収収益 1,499

債 務 保 証

(注2)
2,279,701 ― ―

(注) １．資金の貸付における貸付利率は、市場利率を勘案し、交渉の上、決定しております。

２．債務保証については、金融機関からの借入金等に対して当社が債務保証を行っております。

なお、保証料の受領はありません。

　

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,091円77銭

(2) １株当たり当期純利益 147円41銭

　

８．重要な後発事象に関する注記

　 該当事項はありません。
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